






















































図っていくことが必要となってきております。」（第 102 回衆議院社会労働委員会議事録 15 号
昭和 60 年 4 月 16 日）
　そして，その際に労働者派遣の対象分野が専門的知識・技術・経験を要する業務等に限定された
のは，「派遣される労働者の保護を図るという観点だけではなく，労働者全体の雇用の安定
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と労働
条件の維持，向上が損なわれることのないように配慮する必要がある」（中央職業安定審議会労働










































































ていくのではないかとも思っております。」（第 145 回衆議院労働委員会議事録 13 号平成 11 年



















など派遣法を大幅に緩和すべきとの提言を行っていた（2002 年 12 月 12 日）。これを受けて 2002

















―2008 年 7 月 28 日「今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会報告書」





2008 年 7 月に報告書が出された。
　この報告書において，派遣労働者のニーズに着目した労働者派遣制度の再整理がなされている。
すなわち，そこでは「派遣労働者の働き方についての志向により，大きく分けて，①技能を活か
（５）　2003 年改正派遣法について詳しくは，浜村彰「改正労働者派遣法の検討」『労働法律旬報』1554 号（2003 年）
























し，登録型派遣の常用化などを提唱する 2008 年 9 月 24 日労働政策審議会建議「労働者派遣制度の
改正について」として取りまとめられ，それに基づく改正案（いわゆる 20 年法案）が同年 11 月に
国会に提出されたが，衆議院の解散により廃案となった。
　そして，2009 年 9 月に民主党政権が誕生し，10 月の厚労相による諮問からわずか 3 カ月弱の同
年 12 月 28 日に労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会報告「今後の労働者派遣の在り
方について」が答申され，それに基づき派遣法の改正案が作成された。その後，自公が反対したた
め実質審議に入れない状態が続いたが，自公民 3 党の修正合意を経て 2012 年 7 月に改正派遣法が
成立した。
　この改正法は，それまでの規制緩和を重ねてきた法改正とは反対に，日雇い派遣を禁止し，違法
（６）　実は筆者も，2008 年 5 月の日本労働法学会ミニシンポジウムの報告において，派遣労働者が派遣という働き方
を選んだ理由として「正社員としての適当な仕事がなかったから，やむなく派遣労働者として働いている」という
ニーズに着目して，労働者派遣のあり方を再検討すべきことを主張していた（浜村彰「労働者派遣の今後の法的規









































原理といったものがほとんど論議されていない。改正案の道筋をつけた 2013 年 8 月 20 日の「今後


































　また，2008 年 7 月の「今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会報告書」は，派遣労働者
の働き方の理由による派遣労働の類型毎に労働者派遣事業のあり方を検討すべきとし，とくに「や
むなく派遣労働者として臨時的に働いており，できれば正社員若しくは安定して働きたい労働者」
については，派遣元が果たすべき教育訓練などの人事育成機能を重視して，それを欠いている日雇
い派遣の禁止を提唱しながらも，それ以上に進んで労働者派遣の基本的意義の見直しやそれに基づ
く政策原理について再整理する作業に取り組まなかった。
　そして，2015 年改正法は，ようやく派遣元による派遣労働者の教育訓練を義務づけるなど，労
働者派遣事業がはたすべき人材育成機能を重視しながらも，それとの関連を問わないまま，派遣法
の唯一の政策原理である常用代替の防止を形骸化し，テンポラリーワークとしての労働者派遣の性
格を喪わせることになった。
　このように見てくると，あらためて職安法上，労働者供給事業として禁止されてきたものがなに
ゆえに労働者派遣として法的に許容されるのか，という労働者派遣の基本的意義づけ（正当性）と
常用代替の防止という政策原理との関連性を明確に整理しないまま，労働者派遣を法制度化したが
ゆえに，一時の揺り戻しがあったとはいえ，労働者派遣法は，労働市場における労働力の流動化を
求める規制緩和の圧力の下で翻弄されることになったということができる。
　しかし，さほど明確ではないとはいえ，1985 年の労働者派遣法制定当時の次の高梨氏の指摘に
労働者派遣という働き方の基本的意義づけと政策原理を再確認する手がかりが隠されていたのでは
ないか。
　　「労働力需給調整システムの中における労働者派遣事業の特質として，労働者に対する教育訓
練を行うことを通じて，能力の維持向上を図り，就業機会を確保することができることをあげ
ることができる。」（７）
　この指摘の含意を筆者なりに解釈すると，労働者派遣の基本的意義づけと常用代替の防止という
政策原理について，次のように再整理することができる。
　すなわち，労働者派遣は，労働者が自らに適した良好な雇用機会としての正規雇用に就くまでの
一時的なつなぎまたは橋渡しの働き方として，と同時にそれにいたるまで派遣という働き方を通し
て労働者の職業能力を育成し，キャリアアップをはかる機会を提供する人材育成機能を持つものと
して，はじめて労働者供給事業としての禁止対象から抜き出され，法的に許容されたものと意義づ
けることができる（８）。また，そのかぎりで，憲法 27 条の労働権，とりわけそこに含まれる労働者の
適職選択権の実現をはかるものとして，労働者派遣が例外的に許容され，法的正当性を獲得しうる
規範的契機を見出すことができるのである。換言すれば，労働者派遣をこのように基本的に意義づ
けることで，労働者派遣法は，「将来の見通しが立たない」多くの派遣労働者に対して，職業キャ
リアを展望できるような働き方を提供するものとして再評価することが可能となる。
　もとより「常用代替の防止」は，1985 年派遣法の制定当初から，「労働者全体の雇用の安定」と
いう規範的要請に基づき，労働者派遣の対象業務を限定し，あるいは 1999 年改正以来，臨時的一
時的な働き方として派遣可能期間を限定する政策原理として，労働者派遣法の中に組み込まれてき
（７）　高梨前掲書 285 頁。
（８）　浜村・前掲注（5）論文 47 頁以下。
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たものといえる。しかし，「常用代替の防止」という政策原理は，「労働者全体の雇用の安定」とい
う観点から労働者派遣を外側から枠づける性格を持つだけではなく，先に指摘した労働者派遣の基
本的な意義づけや法的に許容される論理からも導き出される政策原理といってよい。
　すなわち，労働者派遣法が，「やむなく派遣労働者として臨時的に働いており，できれば正社員
若しくは安定して働きたい労働者」のニーズに着目し，労働者が自らに適した良好な雇用機会とし
ての正規雇用に就くまでの一時的なつなぎまたは橋渡しの働き方として派遣労働を法制度化したも
のとすれば，労働者がそうした働き方に固定されるものであってはならない。労働者派遣という働
き方が，本来，このように労働者を正規雇用に橋渡しをする一時的臨時的な性格を持つものである
以上，こうした働き方が常用雇用を蚕食し，それに代替するものであってはならないはずである（９）。
　以上のように，労働者派遣という働き方を基本的に意義づけ，派遣法がそうした観点から労働者
派遣を法制度化したと再構成できるとするならば，2015 年の改正派遣法は，こうした労働者派遣
のテンポラリーワークとしての基本的性格を無きに等しいものとする点で，派遣法を別物に生まれ
変わらせたものというほかない。
 （はまむら・あきら　法政大学法学部教授）　
（９）　ただし，前記 2008 年報告書がいうように，本稿で注目した「やむなく派遣を選んだ」派遣労働者以外に，労
働者派遣という働き方を選んだ派遣労働者の類型として，「①技能を活かし，派遣労働者として安定して働き続け
たい労働者，②迅速に得られる臨時的な就業機会について望む時のみ派遣労働者として働きたい労働者」がいると
した場合，②類型の労働者のニーズについては職業紹介で十分対応できると思われるが，①の本来の意味での専門
的知識・技術・経験を有する労働者の労働者派遣については，このような労働者が派遣という働き方自体を積極的
に選択しているかぎりは，本稿とは別の観点からの派遣法の規制のあり方を検討すべきであろう。
